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１Ｅ０４

初等教育段階から高等教育にかけての人材育成支援に関する研究

○若月 聡（東京理科大学 東邦大学 日本大学） ※

１．はじめに

発表者は、地域の社会教育機関において外部指導員として、主に天文分野での社会教育活動を支援し

ている。その中で、児童期・幼児期の人材は、自然科学的興味関心の入り口として、天文分野の諸事象

に強い興味関心を示すことを実感している。また、初等教育等に関わる方々ともこのことを共有してい

る。その状況を２－１に示す。

また発表者は、学校教員等を主とする地学教育研究団体において、役員の一人として運営を担当して

いる。その中で、児童・生徒、保護者方、学校教員等と直接交流する機会を得ており、前項と同様のこ

とを実感している。その状況を２－２に示す。

また発表者は、複数の大学機関において、教育の機会を得ており、特に東京理科大学においては、東

京・周辺の３キャンパス（神楽坂、葛飾、野田）において、天文分野を中心にした地球科学科目の教育

を担当している。これらの場において、対象学生等に対し、児童期・幼児期以降の天文的体験を記述形

式で調査した。その結果を２－３に示す。

東京理科大学・神楽坂キャンパス（東京都新宿区） 同・葛飾キャンパス （東京都葛飾区）

発表者は現在、天文教育における全国的な研究組織である天文教育普及研究会の、一般普及分野を担

当する全国役員の一人を務めている。学校教育、社会教育、教育周辺の諸関係方と連携協同しつつ、天

文を主題に、社会に科学的啓蒙を図りつつ、科学に関わる人材育成支援を展開していくことを役割とし

ている。

様々な現場における業務活動を実行しつつ、初等期から中等期・高等期を経て社会に接続する人材育

成取り組みを展開するというあり方を考察する。この間、産業界を含めた様々な場でも、初等期からの

意識的な人材育成支援の重要性が指摘されている。教育機関、研究機関、産業経済・技術団体、社会・

行政・政治関係方との連携協同をつくっていきたい。

※

発表者らはこの間、さまざまな教育連携取り組みに、仕事を含めて参加してきた。それらの中で、個

人、もしくは良く強調した個人らの集まりが、同じ児童・生徒・学生らに継続して関わり、系統的な教

育支援を行うことが有効であることを実感している。

一方、児童・生徒・学生らは、年齢と共に学年が進行し途中で複数の教育課程段階を経る。特に教育

課程段階（小学校、中学校、高等学校、大学・等）が移行したところで、教育場における人的関わりは

じめ諸環境が大きく変わる。

それは時間経過と共に社会において起こりうる当然の変化でもあるので、それと併行しつつ児童・生

徒・学生らおよびそれらの関係方に継続的・系統的に関わり支援する機能を持った支援主体を確立する

ことが、人材育成において有効であると考える。

この支援主体のあり方を今後、具体的に検討・提案していきたい。

現在考える基本的な方向としては、その支援主体は、初等教育から高等教育・社会まで系統的に関わ

ることから、高等教育の場に拠点を置くのが適切と考える。また、各教育課程段階における関係方と相

互支援・協同の関係を形成するものと考える。

この間、産業経済関係方からも、初等教育段階から（小学校段階の児童期から）の意識的な人材育成

取り組みが必要、という指摘が出されている。産業経済団体、産業技術団体、等や行政機関、またそれ

等と関わる政治・社会組織、等と、直接的・日常的な協同関係を形成するといった社会連携も、この支

援主体の取り組みには必要である。

（学校法人船橋学園 東葉高等学校） （日本大学 生産工学部）

参考文献

年 月 日 中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」

第５期 科学技術基本計画（平成 年度～ 年度） 内閣府

年 月 日 文部科学大臣記者会見配布資料「主な文部科学行政施策 項目」

年 月 日 下村文部科学大臣「高大接続改革の狙いは」

東京大学生産技術研究所・次世代育成オフィス（ ） 活動報告 年度

科学技術振興機構・委託 千葉大学「未来の科学者養成講座」事業報告書 年度

村松泰子 女性の理系能力を生かす 専攻分野のジェンダー分析と提言 年 日本評論社
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第１群 調査結果

（１）全体平均に対して

女子対象者において、

「何らかの観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「中学生の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「小学生の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

大学・天文研究部に所属し、日常活動している者が居る。 （ ２名 ）

男子対象者において、

「中学生の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

（２）女子・男子比較において

女子対象者の方が、

「小学生の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「大学・天文研究部、等に所属し活動している」 …が高かった。 （ ０％に対し、 ％ ）

男子対象者の方が、

「何らかの観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「中学生の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「小学生の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

第２群 調査結果

（１）全体平均に対して

女子対象者において、

「小学生の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「幼少の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ５％に対し、 ％ ）

「何らかの観察体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

男子対象者において、

「何らかの観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「小学生の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「何らかの観察体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

大学・天文研究部に所属し、日常活動している者が居る。 （ ２名 ）

（２）女子・男子比較において

女子対象者の方が、

「幼少の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。（天体望遠鏡を所有）（ ０％に対し ％ ）

２．つぎに

２－１ 船橋市プラネタリウム館において、船橋市天文指導員として

発表者は、船橋市教育委員会が運営する船橋市総合教育センターの、センター長より委嘱を受け、「船

橋市天文指導員」として、同館の企画運営に対する支援に携わる。月に１回程度・定期的に開催される

「星を観る会」や、随時企画される「天文教室」等である。「星を観る会」１回あたりの募集定員は

名で、参加者は、児童等を伴った家族連れが多い。屋外観望を中心に、その事前学習的なプラネタリウ

ム投影を実施する。

児童、保護者等ともに、天文に強い関心を持たれ、特に屋外観望における天体望遠鏡を使用しての観

察に大変喜んでいただいている状況を、これまでの支援活動の中で観てきている。

船橋市総合教育センター・プラネタリウム館

２－２ 千葉県地学教育研究会

発表者は、千葉県地学教育研究会にて、運営に携わる理事の一人を務める。（研修担当）

会員は、千葉県内外の、小学校・中学校・高等学校・大学における、地学関係の教員とその や、

地学関係の学生、博物館・科学館の職員、等である。「現地講習会」その他の野外観察会といった研修

活動や、毎年秋期に開催する「地学研究発表会」が、主な活動である。千葉県立中央博物館における特

別企画にも協力し、企画の一つを担当している。この研究会は自身にとって、千葉県地域、小学校・中

学校・高等学校・等の学校教員との連携協同を保つ場ともなっている。

千葉県地学教育研究会が主催する「千葉県地学研究発表会」は、児童・生徒が小・中・高 教員等に

よる指導を得ながら、地学の自主的課題研究に取り組み、毎年の研究発表会に臨む取り組みである。千

葉県教育委員会、千葉市教育委員会、等による後援を得る。

こういった場を機会に、児童・生徒・保護者方、学校関係方と交流する中で、天文分野は、幼児期・

児童期における科学的興味関心の主な対象の一つとなっていると認識している。

２－３ 東京理科大学における調査結果

これらを履修する学生は、物理系、応用を主とする化学系、応用・工学系を主とする生物系であり、

地学・天文分野を専門とはしていない。理工学系に進学してくる学生らが、天文的体験をどれだけもち、

また自身の天文体験をどれだけ記憶しているか、実態を調査することを目的に、 年度および

年度、これら授業内にて、「自身の天文観測・観察体験」を記載する調査を記述形式で実施し、これら

を集計した。有効な回答件数は、 件であった。
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１E０５ 

女性博士のキャリア構築と家族形成 

 

 
○小林淑恵 1（科学技術・学術政策研究所, NISTEP） 

 

 
要 旨 

本研究では、博士のキャリア構築におけるジェンダーの問題に焦点を当てている。 

まず、日本の大学院博士課程を修了した者の就業状況について、公的な雇用統計に即した形でその特

徴を示し、博士の雇用における男女差を明らかにしている。女性博士の場合、就業確率が他の学歴層に

比べ 81.4％と著しく高く、失業率もわずかながら高い。女性博士は労働市場に留まりやすく、家族形成

期に非労働力化しない傾向があると言える。雇用先は男性に比べ大学等で多く、民間企業では少ない。

任期制やパート・アルバイトといった非正規雇用も女性の方が多い。 

次に、博士のキャリア構築への家族形成の影響を調べるために、学位取得率と正規職雇用率の２つの

変数を被説明変数としロジスティック回帰解析を行った。結果は、子どものいる女性の場合に学位取得

率が下がること、また雇用先が大学等、民間企業、非営利団体などでは、既婚や子どものいる女性で正

規職確率が低いことが有意に示された。民間企業では正規職率へのマイナスの影響が強く、日本の女性

研究者比率を高めるには民間企業における女性支援が必要であることを述べている。 

データは科学技術・学術政策研究所『博士人材追跡調査（2012 年度博士課程修了者_1 年半後）』（以

下、 JD-Pro2012 と言う）を用いた。本データは、20012 年度の博士課程修了者コホートに対する初回

調査であり、就業状況と家族形成に関する豊富な情報を持つ、サンプル数が約 5,000の大規模調査であ

る。 

 
１ はじめに

博士の就業確率と失業率 

ここでは、まず博士課程を修了した者の働き方の特徴を就業確率と失業率によって明らかにしている。

日本人一般の雇用の状況については、総務省統計局『労働力調査』を用い、JD-Prp2012と比較している。

「大学・大学院卒者の 25－34歳」で見た場合、『労働力調査』による女性の就業確率が 81.4％であるの

に対し、JD-Pro2012の 35歳未満では 95.8%と 14.4ポイントも高く、その一方で失業率を見ると『労働

力調査』で 2.9％、JD-Pro2012の 35歳未満で 3.2%と博士の方が 0.3ポイント失業率が高い。 

高い人的資本を持つ女性博士は労働市場に留まりやすく、他の教育水準の者が 25－34 歳の家族形成

期に結婚や出産で非労働力化する中、博士卒者の女性はそのまま労働市場に留まっていることが想定さ

れる。 

 

図表 男女別 就業確率と完全失業率（博士と全体） 
単位：％

男
性

全体
大学・大学院卒者

の25-34歳
全体 35歳未満

就業確率 70.5 97.5 98.1 98.4

失業率 3.8 4.0 2.4 2.3

女
性

全体
大学・大学院卒者

の25-34歳
全体 35歳未満

就業確率 49.3 81.4 95.5 95.8

失業率 3.4 2.9 3.5 3.2

労働力調査 JD-Pro2012(博士）

労働力調査 JD-Pro2012(博士）

 
出典：『労働力調査』は 2014 年度 

                                                   
1 yoshietk@nistep.go.jp 

男子対象者の方が、

「何らかの観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「小学生の時期、観察・観測体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「何らかの観察体験がある」 …が高かった。 （ ％に対し、 ％ ）

「大学・天文研究部に所属し、活動している」 …が高かった。 （ ０％に対し、 ％ ）

以上、理工学系に進んできた学生らの中では、比較的最近のことや幼少時のことを含めて、全体とし

て、天文的体験に対する記憶の意識化状況は良かったと考える。幼少時における天文的体験が、理工学

方面へのキャリア形成にどれだけ脈絡しているかの分析には、調査対象を拡大・比較する必要があり、

今後の課題である。

３．おわりに

天文体験は、特に幼児期児童期といった時期において、科学的関心の入り口となっていると考える。

この時期に特に、科学的関心を喚起し得る教育を施すこと、また、それ以降の教育段階において、対象

人材に継続的・系統的に関わることによって、有効性が高い「人材育成支援取り組み」を展開できると

考える。

このために、教育の現場を直接つないでいく連携協同が必要になる。

年 月 日 中央教育審議会によって、「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」

が答申された。この間推進されつつある大学入試制度改革党は、その方向性に基づいている。

答申は特に、後期中等教育（高等学校教育）と高等教育（大学教育等）との接続を強調したが、各段

階の教育課程が連携し、継続した系統的な教育・人材育成支援を展開することの重要性は、人材育成に

おける諸関係方の連携に普遍化できるものである。とりわけ、教育の諸現場において、児童・生徒等を

はじめとする関係方と直接かかわりながらの継続的・系統的な人材育成支援が重要である。

この間、産業経済団体等が開催するシンポジウム等にて、初等教育段階から（小学校段階の児童期か

ら）の意識的な人材育成取り組みが必要、という指摘が出されている。産業経済団体、産業技術団体、

等や行政機関、またそれ等と関わる政治・社会組織、等と、直接的・日常的・長期的・計画的な協同関

係をつくるといった社会連携も、さらに必要である。

発表者は、今年度より、天文教育普及研究会において「一般普及分野」運営委員を務めさせていただ

けることになった。教育現場としては、東京理科大学をはじめ、複数の大学機関にて授業教育等を担当

している。

前述のように学校教育、社会教育、教育周辺の諸関係方と連携協同しつつ、天文を主題に、社会に科

学的啓蒙を図りつつ、科学に関わる人材育成支援を展開していくことを役割としている。

今後、自身の各所における業務活動とその他つながり等を基礎にしながら、継続的・系統的な人材育

成支援取り組みの連携協同づくりに取り組んでいきたいと考える。

参考文献等

年 月 日 中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」

第５期 科学技術基本計画（平成 年度～ 年度） 内閣府

年 月 日 文部科学大臣記者会見配布資料「主な文部科学行政施策 項目」

年 月 日 下村博文文部科学大臣「高大接続改革の狙いは」

東京大学生産技術研究所・次世代育成オフィス（ ） 活動報告 年度

科学技術振興機構委託・千葉大学「未来の科学者養成講座」事業報告書 年度




